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１．はじめに

県内有数の肉用牛繁殖地帯である竹田市では、以前から地域資源を活用した草地開発や

牛舎等の基盤整備により肉用牛の振興を推進してきた。しかし、子牛価格の急激な下落や

配合飼料等物材費の高止まりにより収益性は悪化し、かって経験したことのない産地の危

機に直面している。このような状況を打開するため、振興局が関係機関や生産者と共に取

り組んできた種々の活動を紹介する。

竹田市は、県内有数の肉用牛繁殖産

地。戸数は毎年４％の割合で減少して

いるが、繁殖雌牛頭数は、６０００頭

前後と、ほぼ横ばいで推移している。

平成２１年度の戸数は４８６戸、１戸

当たり１２．２頭となっている。

全県に占める竹田市の繁殖雌牛頭数

割合は竹田市２５．２％、竹田市地域

別飼養頭数割合は、久住町５１．７％、

直入町２２．９％、竹田２０．１％、

荻町５．４％となっている。

２．活動経過の概要

繁殖経営をめぐる現状は、ＢＳＥに

よる価格の下落以降は、上昇に転じ、

１８年にピークを迎えた。しかし、翌

１９年からの、配合飼料価格等の物材

費の高騰により、収益性は悪化し、さ

らに国内の不況が牛肉の消費低迷を招

き、子牛価格は２年（２４ヶ月連続）

下がり続けた。２１年７月には３０万

円を割り込む水準となった。

このような経営環境の変化が、飼料

費等の低減によるコストの圧縮への取り組みの出発点となった。



この状況の中、振興局は、次の３つ

のテーマを掲げ活動を展開した。

Ⅰ 広域牧場の生産性向上

Ⅱ 水田飼料作物の生産拡大

Ⅲ 担い手の育成として技術強化及び

ヘルパー組織設立

（１）広域牧場の生産性向上の取り組

み

①安価な資材活用による草地肥培管理

及び土壌改良

②各牧場間の共同利用機械の導入と活

用

広域牧場の生産性は、造成後、年数が

経過するとともに低下するため、定期的

な更新が必要なこと等の課題がある。

対策として、酸度矯正には鶏糞焼却灰、

自力更新には共同利用機械の牧場間有効

活用に取り組んだ。

酸度矯正に用いた鶏糞焼却灰は、ブロ

イラー鶏糞を焼却し、肥料化したもの。

ｐＨは１２．９４の強アルカリ性、リン

酸やカリを多く含み、容積重は５００ｇ

／Ｌで堆肥より軽い。

１ｋｇ１円で炭酸苦土石灰の２０分の

１と安価である。

久住町内の３牧場での散布の効果は、

右図のとおりで、散布後、上昇し、望ま

しいｐＨ６に到達している。

牧野への散布機械は、マニュアスプレッターが最も多くなっている。

共同利用機械の有効活用の仕組みは、久住町内の４牧場で「久住地域広域牧場機械利用

組合」が２１年６月に設立され、導入された共同利用機械は、牧草追播機（９条；パスチ

ャードリル）と薬剤散布機（散布幅１０ｍ；ブームスプレヤー）となっている。
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４牧場に加えて、久住直入２２牧場

においても、作業委託を申し込むこと

によって、更新が可能となった。委託

を申し込むと、機械所有牧場より機械

とオペレーターが派遣されるため、機

械の操作や故障等の心配はない。

この仕組みが機能することにより、

久住直入の２６広域牧場の生産性向上

が安価で行えるようになった。

（作業委託牧場の実施事項）

・１名は補助員で出役する

・種子及び肥料施肥は委託牧場負担

・牧草追播機は５ｈａ、薬剤散布機は１０ｈａが１日の作業可能面積の目安

右の写真は２１年９月に行われた簡易

更新の様子。３週間後には、オーチャード

グラスがスジ条に発芽している。

鶏糞焼却灰を土壌改良材として使用し

た場合、コストは全面更新に比べ、４分の

１以下に抑えられる。

１日に牧草追播機は時速８～１０ｋｍ程

度で作業可能のため、作業時間が短く、

既存の草種を活用できる、土壌浸食の恐

れが少ない等、牧場経営には大きなメリッ

トとなっている。

（２）水田飼料作物の生産拡大と作業効率化の取り組み

①共同作業組織を中心とした飼料稲作付面積拡大

②面積拡大に対応した高性能機械の

活用

畜産は粗飼料確保、耕種は転作の推

進が課題となる。

特に、直入町ではコントラクター組

織が中心となり、飼料稲の面積拡大と

作業の効率化に取り組んだ。



竹田市の飼料稲の面積拡大の推移は

右図のようになる。

１９年に４３ｈａ、２１年は６３ｈａ

と約１．５倍に拡大している。

２２年には７６ｈａまで拡大される。

直入町のコントラクター（４０頭会）

の面積は、２１年は町内の４割、２２

年には５割の作業面積を受託する予定。

コントラクターは２１年度、飼料稲

専用収穫機を導入し、作業の効率化を

図っている。

従来は、１０ａ当たり５８分かかっ

ていた作業時間が、ダイレクトカット

式ロールべーラーにより、約３０分と

半分となり、時間短縮が図られている。

振興局では、今後、面積の増加に備

えて、収穫時期の分散化のため、熟期

の違う品種の作付けを提案している。

（３）担い手育成の取り組み

①若手後継者グループを対象にした経営

感覚の醸成支援

担い手育成の取り組みの一つめは、若

い担い手が増加し、育成技術のバラツキ

が見られるようになった。価格が低迷し

ている環境の中で、市場性のある商品を

生産していくためには、子牛育成技術の

向上が必要である。

二つめは、飼養規模の拡大により、冠

婚葬祭や家族の記念日等に休みたいとの

声が大きくなってきたため、先進地での事例を研究し、竹田市でのヘルパー組織の立ち上

げに取り組んだ。



担い手の技術力強化の取り組みとし

て一つめは、若手担い手グループ「は

なぐり会」を中心に、子牛月齢ごとの

胸囲測定に取り組んでいる。

発育をカンではなく、数字で把握す

る重要性を指導している。

二つめは、粗飼料の分析値に基づく

飼料給与指導に取り組んでおり、要求

量に応じた飼料が給与され、栄養が充

足しているか、各戸ごとに調査してい

る。

右図は、子牛に給与している粗飼料

イタリアンライグラス１番草の分析値。

刈り遅れのため、粗タンパク質の低下

を招き、カロリーとして標準の７０％

の栄養価となっている。

粗飼料の品質を、数字で把握し、足

りない分は、他で補うなど、自ら設計できる能力を身につけるよう指導している。

②休日の取れる肉用牛経営を目指した

定休型ヘルパー組織の設立

２１年５月に設立したヘルパー組合

は、大分県内で初めての繁殖版組織。

現在１４戸が加入しており、１戸当

年間平均利用日数２２日、１戸当月平

均利用日数 １．５２日（２ヶ月に３日）

の利用実績となっている。

規模は３０～５０頭規模が９戸と最

も多く、同規模の場合、１回７０００円の利用料金となっている。

今後は、組合員を増やし、ヘルパー２人体制とし、竹田市全域をカバーする予定。



３．期待される効果

（１）自給飼料に立脚した肉用牛経営の確立

（２）魅力のある肉用牛産地の育成

・県内最大肉用牛産地「豊肥市場の子牛」のブランド力アップ

（３）おおいた農山漁村活性化戦略２００５の達成

・繁殖雌牛５０頭以上飼養農家の確保・育成

以上、３つのテーマにより、活動を展

開した結果、活性化戦略の目標達成につ

いては、右図のようになっている。

５０頭飼養農家は、着実に増加し、特

に、飼料高騰した１９年以降の達成農家

６戸は、広域牧野を基盤に持つ経営とな

っており、久住直入地域の草資源が経営

規模拡大に、大きく寄与していると思わ

れる。

２１年度末には、５０頭以上の竹田市の県内戸数に占めるシェアｰは３０％に達し、伸

び率では県内トップとなる見込みである。

４．今後の方向

竹田市には、開発された広域牧場をは

じめ、整備された水田等、多くの地域資

源が存在する。今こそ、地域資源を強み

として生かし、子牛産地として生き残っ

ていかなければならない。

このため、牧場の一層の機能強化を図

り、「未利用、低利用牧場の再生」及び、

「年次的・計画的な草地更新」の取り組

みが重要である。

共同利用機械の受委託システムの構築により、安価で省力的な更新が可能となり、自給

飼料増産の強力な推進エンジンとなると考えている。

二つめは、明日を拓く力強い担い手を育成することである。若い担い手は、将来、広域

牧場の管理をはじめ、地域肉用牛振興の大切な継承者たちとなる。久住草原の維持・景観

保全に欠かせない存在にもなるため地道な育成指導が必要である。



振興局は、豊肥地域の資源である広域

牧場や転作水田等を最大限活用し、自給

飼料の生産・利用を引き続き積極的に推

進する必要がある。

平成の畜産危機を乗り切るべく関係機

関と一体となった指導を、５年後、１０

年後の肉用牛振興を見据え、活動・支援

にまい進していきたい。


